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1．はじめに

近年，日本の労働人口は少子化と高齢化の進展によ
り著しく減少しており，2018 年には約 7,564 万人であっ
た生産年齢人口が，2030 年には 6,740 万人，2050 年に
は 4,930 万人まで減少すると予測されている。この人
口減少は労働力不足を招き，経済活動の縮小や社会保
障負担の増大など，さまざまな課題を引き起こしてい
る。発電所をはじめとするインフラ設備の点検・保守
作業においても深刻な労働力不足が生じている（図─

1）。これにより，安全性や安定運用の確保が困難と
なり，設備の老朽化や点検遅延などの課題が顕在化し
ている。これらの問題に対処するため，特に「超重要
インフラ」を中心に，デジタル技術や自動化の導入に
よる効率化が求められている。
「超重要インフラ」とは，国民生活や経済活動の基

盤となる社会インフラのうち，他で代替することが困
難であり，機能が停止もしくは低下すると社会に特に
大きな混乱を招くと見込まれるものであり，日本政府
は情報通信，金融，航空，空港，鉄道，電力，ガス，
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出典：「『超重要インフラ』メンテナンス人材不足調査レポート」（㈱マイスターエンジニアリング，2023 年 4月）
図─ 1　メンテナンスが必要なインフラ設備等の保守・点検業務に従事する技術者人数の推移・予測
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政府・行政サービス，医療，水道，物流，化学，クレ
ジット，石油の 14 を重要インフラ分野として位置付
けている。

近年頻発する電気設備の障害発生や鉄道の電気設備
トラブル等，重要なライフライン系の障害は，復旧が
極めて困難であり，対応に時間を要するほど多くの利
用者の生活や経済活動に深刻な被害をもたらし，老朽
化するインフラが増加する一方で，新たなインフラが
建設されても，社会の「超重要インフラ」のメンテナ
ンスを担う人材の不足が 2015 年以降，危機的な状況
に瀕していた。

近年の多くの調査でも，「超重要インフラ」のメン
テナンスが 2030 年には成立しなくなる状況にあるこ
とが判明しており，現状のままでは，日本社会は
2030 年に深刻な事態に陥る可能性が高く，迫りつつあ
る 2030 年危機に対し，日本社会が早急な対策をとる
べく，メンテナンス業務にデジタル化を導入して現場
の DX 推進を加速化させる必要が出てきている。

2．産業保安のスマート化推進の動き

そのような中，経済産業省が主導して 2020 年 6 月に
発足した官民連携の組織として，産業保安のスマート化
を推進するための重要な枠組みとしてスマート保安協議
会が設立された。会議は，電気保安やガス保安，産業

全体の安全確保を目的とした複数の部会に分かれてお
り，各セクターのアクションプラン策定や規制・制度の
見直しを行っている。協議会の基本方針に基づき，ドロー
ンや IoT，AI といった先進技術を活用した保安体制の
整備や業務効率化を推進し，設備の高経年化や人材不
足，技術伝承の課題に対応している。これにより，安全
性の向上や企業の自主保安力の強化，関連産業の生産
性や競争力の向上を目指している。スマート保安推進の
基本的考え方は，設備の高経年化や人材の高齢化，技
術伝承力の低下などの構造的課題や環境変化に対応す
るため，ドローンや IoT，AI などの新技術を導入し，
安全性・効率性の向上を図ることにある（図─ 2）。

うち，2021 年 3 月，スマート保安官民協議会の下
に設置された電力安全部会において，電力安全分野の
スマート保安アクションプランを策定。その中で，今
後導入が期待されるスマート保安技術及びその導入促
進に向け，主に下記のような官民双方におけるアク
ションプランが決定した。
＜スマート保安アクションプランの概要＞（図─ 3）

【将来像】電気設備の保安力と生産性の向上を両立
・技術実装を着実に推進

－�現時点で利用可能な技術は 2025 年までに確実に
現場実装を推進

－�保安管理業務のさらなる高度化に向け，新たな技
術の実証を推進

出典：スマート保安官民協議会 電力安全部会「電気保安分野 アクションプランの概要」（経済産業省，2021 年 4月）
図─ 2　電気設備毎の技術実装の道筋
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・2025 年における各電気設備の絵姿
－�風力・太陽光発電所：遠隔常時監視装置やドロー

ン等の普及による巡視・点検作業の効率化
－�火力・水力発電所：発電所構外からの遠隔常時監

視・制御の普及，高度化
－�送配電・変電設備：ドローン等の普及による巡視・

点検作業の効率化
－�需要設備：遠隔による月次点検の実施，現地業務

の生産性向上等
【官のアクションプラン】
・スマート保安に対応した各種規制の見直し・適正化
・�専門家会議（スマート保安プロモーション委員会）

を設置し，スマート保安技術の有効性確認を通じた
普及支援

【民のアクションプラン】
・スマート保安技術の技術実証・導入
・�スマート保安の体制・業務を担えるデジタル人材の

育成やサイバーセキュリティの確保

3． ダムを含む水力発電設備におけるスマー
ト化促進へ向けた課題

水力ダムや水力発電設備の設置場所としては，水力
発電には豊富な水量と急斜面が必要であることから，
自然の地形条件が大きく影響するため，主に山間部に
集中している。そのため電波や通信の届かない場所が
多く，通信環境（無線・有線ともに）の整備が長年に
わたり検討されていたが，山間部という地理的条件に
より光ファイバーや高速大容量の通信回線の敷設が困
難であることや，インフラ整備コストの関係で高速・
大容量通信環境を整備することが難しいことから，通
信環境の整備がスマート化促進へ向けた導入障壁の要
因の一つとなっていた。特に，災害時や緊急時の臨時
点検時におけるリアルタイムでの映像配信や情報伝達
は，災害発生時の現場の状況把握や迅速な対応を支援
するために非常に重要となっている（図─ 4）。

本検証の実証場所（通信エリア構築ソリューション

出典：スマート保安官民協議会 電力安全部会「電気保安分野 アクションプランの概要」（経済産業省，2021 年 4月）
図─ 3　電気設備分野全体の将来像

出典：スマート保安官民協議会 電力安全部会「電気保安分野 アクションプランの概要」（経済産業省，2021 年 4月）
図─ 4　スマート化前後における水力発電設備の保安管理業務の例
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建局ならびに自律飛行型ドローン設置・遠隔飛行）と
して選定したのは，東京電力リニューアブルパワー㈱
様が保有している山梨県大月市にある葛野川ダムとな
る（図─ 5，写真─ 1）。本ダムは，上日川ダムとの
落差 714 m を利用し，最大 120 万 kW の発電を行う
純揚水式発電所（葛野川発電所）の下部ダムとして，
相模川水系土室川の最上流に建設されたダムである。
本ダムは，駒橋事業所が管轄されるダムの一つで，事
業所から車両で片道 30 ～ 40 分程度，片道 1 車線の山
道を移動する必要があり，一部エリアでは車両 1 台し
か通過できない山道もあることから，地震時一次点検
へ向けての移動時に道路の陥没や落石等に巻き込まれ
るリスクが高いダムであり，設置・検証条件にも最適
な環境であることから選定した。

4．課題解決へ向けた検証内容

本実証に採用した技術のうち，特徴的なものを以下
に示す。

（1） 低軌道衛星コンステレーションを活用した通信
エリア構築ソリューションによる LTEエリア化

低軌道衛星コンステレーションシステムは，米国の民
間企業が提供する低軌道衛星コンステレーションサービ
スであり，約 550 km の高度に計 4,408 機の衛星を打ち
上げる計画を ITU（International Telecommunication 
Union）に申請しているが，2018 年に打ち上げを開始
して以降，既に執筆時点（2025 年 2 月）で 6,750 基以
上の衛星が軌道上にあり，米国や日本を含む多くの国
でサービスを開始している。

同システムは，先述した衛星コンステレーションに
加え，ユーザが利用する端末（移動・固定），ゲート
ウェイ局，インターネットに接続するための PoP

（Point of Presence）という設備から成り立つ。ユー
ザ端末と衛星間の通信リンクをサービスリンクと呼
び，この区間は Ku 帯（宇宙から地球：10.7-12.7 GHz，
地球から宇宙：14-14.5 GHz）の周波数を用いた通信
が行われる。また，ゲートウェイ局と衛星間の通信リ
ンクをフィーダリンクと呼び，この区間は Ka 帯（宇宙
から地球：17.8-18.6 GHz 及び 18.8-19.3 GHz，地球から
宇宙：27.5-29.1 GHz 及び 29.5-30.0 GHz）の周波数を用
いた通信が行われる。ユーザ端末は，電気式（フェー
ズドアレー型）のアンテナで，アンテナが物理的に駆
動せずとも低軌道衛星を電子走査で追尾することがで

出典：法人トピックスStarlink を活用した自律飛行型ドローンによる葛野川ダムでの遠隔点検実証（KDDI ㈱，2024 年 11月）
図─ 5　葛野川ダムにおける本実証のシステム連携イメージ

出典：�東京電力リニューアブルパワーのダム 山梨県（東京電力リニューア
ブルパワー㈱HP）

写真─ 1　山梨県 葛野川ダム
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き，また，複数の衛星のハンドオーバー（切替え）は，
物理駆動式のアンテナと比較し素早く行うことができ
る点が特徴的である。また，従来のパラボラアンテナ
タイプと比較しても構成がシンプルで，軽量であるこ
とやケーブルの本数も少ない等，一般ユーザの方でも
比較的容易に設置ができる点も特筆すべきものである。

日本国内においては，当通信事業者が 2021 年 9 月か
ら当通信事業者の提供する携帯通信事業において基地
局のバックホール回線に低軌道衛星コンステレーショ
ンを利用する取組みを開始している。また，2022 年
10 月には認定低軌道衛星コンステレーションインテ
グレーターとして，日本国内の法人のお客様に対して
低軌道衛星コンステレーションを再販するサービスを
開始し，当通信事業者の独自技術と組み合わせたサー
ビス提供に取り組んでいる。

当通信事業者の携帯電話基地局では，山間部や島
しょ部等光ファイバー回線が敷設できないエリアの基
地局のバックホール回線として静止軌道衛星通信を利
用してきたが，これに加え低軌道衛星コンステレー
ションをバックホール回線として用いることで，さら
なる通信品質向上に取り組んでおり，2022 年 12 月よ
り国内の法人企業や自治体向けに低軌道衛星コンステ
レーションをバックホール回線とした基地局を構築す
るソリューションサービスを提供開始している。この
取組みにより，これまでサービス提供が困難とされて
いた山間部や島しょ部へのエリア拡大だけでなく，災
害対策においても高速通信をご利用いただけるように
なり，今後，全国約 1,200 か所の基地局に順次導入を
行う予定である（図─ 6）。

さらに，地震や台風等の自然災害の多い日本におい
て，災害発生時は被災地域の通信をより迅速に復旧さ
せることが求められていることから，低軌道衛星コン
ステレーションをバックホール回線として利用した車
載型基地局と可搬型基地局の展開を開始している。

（2） インターネットを通じた自律飛行型ドローン
の遠隔飛行操作

通信エリア構築ソリューションの 4G LTE（800 
MHz）活用により，ダム堤体に設置した自律飛行型
ドローンがダム堤体から半径約 2 キロメートル圏内の
状況確認をインターネットを通じて遠隔かつ自動で行
うことが可能になった。

本実証では，自動充電ポート付ドローンと AI 搭載
自律飛行ドローンの 2 種類の機体を使用した。自動充
電ポート付ドローンは飛行から充電までを全て自動で
実施可能である。通信エリア構築ソリューションの
4G LTE 通信回線を通じてインターネット接続を実現
することにより，遠隔地から飛行実行や現地の映像を
リアルタイムに確認できるほか，ドローンで撮影され
た映像・写真をクラウドに格納することで，ドローン
を操作することなくデータの取得が可能である（写真
─ 2）。機体とドローンポートは，4G LTE 回線を通
じてスマートドローン運航管理システム（クラウド）
と常時接続されるため，日本全国どこからでも通信エ
リア内であれば運航管理が可能となる（図─ 7）。

検証の結果，通信エリア構築ソリューションの 4G 
LTE を活用してインターネット上のスマートドロー
ン運航管理システムを通じて堤体に設置したドローン
ポートへ離陸指示が伝達されポートを離陸したドロー
ン機体は，地震時一次点検を想定したダム堤体の目視
点検と同様のルートの飛行を実現できたとともに，平
時の巡視点検を想定した調整池での飛行においても，
堤体から約 2 km 程度上流まで機体が 4G LTE 電波を
通じて飛行可能であることを確認することができた。
なお後者の調整池飛行検証は，ドローンの調整池上流
方向への LTE 通信検証が主目的のため，下流ルート
は直進飛行を実施した結果，全工程2.8 km，バッテリー
消費量 40％のため，バッテリー残量 70％を前提とす
ると 4.9 km 程度飛行が可能と想定。

出典：Satellite Mobile Link サービスのご紹介（KDDI ㈱ HP）
図─ 6　通信不感エリアにおけるドローン×低軌道衛星コンステレーション（通信エリア構築ソリューション）活用のイメージ
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写真─ 2　自動飛行型ドローンからの撮影映像（上：堤体巡視，下：湖岸巡視）

図─ 7　スマートドローン運航管理システム画面

これにより，低軌道衛星コンステレーションを活用
した自律飛行型ドローンを遠隔で操作可能となること
の機能検証が確認できたことで，現場へ必ずしも出向
する必要がなく，これまで地震時一次点検のため水力
ダムへ向かう際に，道路の陥没や落石等により懸念さ
れていた人身災害のリスクを低減することが可能とな
り，かつ平時でもダムにおける点検・巡視業務の省人
化・効率化の促進が今後期待される。

5．おわりに

LTE を活用した自動飛行型ドローンは現在複数
メーカーから提供されており，KDDI の提供する上空
SIM（au 4G LTE）と組み合わせることで，遠隔操作
可能かつ長距離飛行が可能となり，点検・測量から，
物流や監視，農業に至るまで多くの産業領域でのド
ローンの利活用が進められている。

さらに，本実証を実施した葛野川ダムでは，2025
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年 5 月に Skydio 社製の自動飛行型ドローン「Skydio 
Dock for X10」を活用した遠隔自動によるダム点検の
実証試験も実施しており，ダムにおける自動飛行型ド
ローンの実導入・配備へ向けた検証を続けている。

【法人トピックス】（2025 年 5 月 29 日）
自動充電ポート付きドローン「Skydio Dock for X10」
を活用した遠隔自動ダム点検実証を実施
～地震時一次点検業務のさらなる高度化・効率化を実
現～
https://biz.kddi.com/topics/2025/news/021/

�
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